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平成 18 年 12 月期  個別財務諸表の概要            

平成 19 年１月 29 日 

会 社 名  株式会社  ソルクシーズ  上場取引所  JASDAQ 

コ ー ド 番 号 4284  本社所在都道府県 

(URL http://www.solxyz.co.jp)   東京都 

代 表 者  役 職 名  代表取締役社長   

  氏 名  長 尾  章   

問 合 せ 先  責任者役職名  取締役管理本部長   

  氏    名  秋 吉   邦 彦  ＴＥＬ （03） 6722 － 5021 

決算取締役会開催日 平成 19 年１月 29 日 中間配当制度の有無  有 ・ 無 

配当支払開始予定日 平成 19 年３月 30 日 ※単元株制度採用の有無 有（1単元 100 株）・無

定時株主総会開催日 平成 19 年３月 29 日  

                          

1. 平成 18 年 12 月期の業績（平成 18 年１月１日～平成 18 年 12 月 31 日） 

（１）経営成績                           （注）記載の金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 売 上 高      営 業 利 益      経 常 利 益      

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 12月期 7,656 (  10.0  ) 538 (   32.1 ) 582 (   43.2 ) 

17年 12月期 6,958 (   4.1  ) 407 (   32.5 ) 406 (   34.7 ) 

 

 当 期 純 利 益 
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

自 己 資 本 

当期純利益率 
総 資 産 
経常利益率 

売 上 高
経常利 益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18 年 12 月期   251 ( 32.2 ) 28 41 ― ― 10.3 11.2 7.6 

17 年 12 月期   190 ( 39.6 ) 25 89 ― ―  9.6  8.1 5.8 
（注） 1. 期中平均株式数 18 年 12 月期 8,862,128 株 17 年 12 月期 6,700,604 株 

 2. 会計処理の方法の変更 有  ・  無    

 3. 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

   

（２）財政状態 

 総 資 産       純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年 12 月期 5,568 2,876 51.7   312 61 

17 年 12 月期 4,810 2,017 41.9   303 79 
（注） 1． 期末発行済株式数 18 年 12 月期 9,201,407 株 17 年 12 月期 6,585,240 株

 2． 期末自己株式数 18 年 12 月期     723,841 株 17 年 12 月期     435,800 株

２．19 年 12 月期の業績予想（平成 19 年 1 月 1日～平成 19 年 12 月 31 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円

中間期 3,710 250 275 123 
通 期 7,850 575 625 281 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 30 円 54 銭 

３. 配当状況 

現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総

額（百万

円） 

配当

性向 

純資産

配当率
 第１四半期末 中間期末 第３四半期末   期末 その他 年間 

17 年 12 月期 ― 5.00 ―  5.00 ― 10.0 66 38.6% 3.3%

18 年 12 月期 ― 5.00 ―  5.00 ― 10.0 92 35.2% 3.2%

19 年 12 月期（予想） ― 5.00 ―  5.00 ― 10.0   

※  業績予想につきましては、当社が現時点で合理的であると判断する一定の条件に基づき作成しており、実際の業績は予想と大幅に 

異なる場合があります。 
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個 別 財 務 諸 表 等           

 

貸 借 対 照 表             

                                       (単位：千円) 

          期   別 

 科   目 

第  2 7  期         

(平成18年12月31日現在) 

第  2 6  期         

(平成17年12月31日現在) 
比較増減 

金  額 構成比 金  額 構成比 (△は減) 

(資 産 の 部         ) ％  ％ 

Ⅰ 流動資産    

 1. 現金及び預金 ※2 771,971 787,617  △ 15,645

 2. 受取手形 ※4 31,608 50,854  △ 19,245

 3. 売掛金  1,625,902 1,470,207  155,694

 4. 有価証券  200,036 270,143  △ 70,106

 5. 商品  2,280 2,203  77

 6. 仕掛品  81,509 115,839  △ 34,330

 7. 貯蔵品  623 746  △ 123

 8. 前払費用  27,179 25,626  2,317

 9. 繰延税金資産  19,844 15,775  4,068

 10. その他  39,301 72,732  △ 34,195

   流動資産合計  2,800,258 50.3 2,811,748 58.5 △ 11,490

Ⅱ 固定資産    

 1. 有形固定資産    

  (1) 建物 ※1、2 81,963 55,683  26,279

  (2) 機械装置 ※1 29,138 35,600  △ 6,461

 (3) 車両運搬具 ※1 6,587 3,030  3,556

  (4) 工具・器具及び備品 ※1 14,495 4,244  10,250

  (5) 土地 ※2 520,426 590,486  △ 70,060

   有形固定資産合計  652,610 11.7 689,045 14.3 △ 36,435

 2. 無形固定資産    

   (1) ｿﾌﾄｳｪｱ  111,532 85,615  25,917

  (2) 電話加入権  6,628 6,628  ―

    無形固定資産合計  118,161 2.1 92,244 1.9 25,917

 3. 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券 ※2 1,165,355 529,326  636,029

   (2) 関係会社株式  279,353 209,337  70,015

    (3) 出資金  10,000 10,000  ―

   (4) 長期貸付金  27,000 27,000  ―

   (5) 差入敷金保証金 ※2 148,393 69,342  79,050

   (6) 保険積立金  85,439 98,882  △ 13,442

   (7) 会員権等  15,625 13,542  2,083

   (8) 繰延税金資産  265,948 260,613  5,335

(9) 貸倒引当金  ― △ 2,020  2,020

   投資その他の資産合計  1,997,115 35.9 1,216,023 25.3 781,092

   固定資産合計  2,767,887 49.7 1,997,314 41.5 770,573

Ⅲ 繰延資産    

 1. 社債発行費  ― 1,166  △ 1,166

   繰延資産合計  ― ― 1,166 0.0 △ 1,166

   資産合計  5,568,145 100.0 4,810,229 100.0 757,916
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貸 借 対 照 表             

                                               (単位：千円) 

          期   別 

 科   目 

第  2 7  期         

(平成18年12月31日現在) 

第  2 6  期         

(平成17年12月31日現在) 
比較増減 

金  額 構成比 金  額 構成比 (△は減) 

(負 債 の 部         ) ％  ％ 

Ⅰ流動負債             

 1. 買掛金  593,442 542,353  51,089

 2. 短期借入金 ※2 327,000 468,500  △ 141,500

  3. 一年以内償還予定 

    社債 
 20,000 120,000  △ 100,000

  4. 一年以内返済予定 

    長期借入金 
※2 165,916 213,412  △ 47,496

 5. 未払金  102,028 42,619  59,409

 6. 未払費用  83,485 80,819  2,666

 7. 未払法人税等  194,515 112,396  82,119

 8. 未払事業所税  7,714 7,683  31

 9. 未払消費税等  35,483 31,939  3,543

10. 前受金  25,140 14,253  10,886

 11. 預り金  71,430 60,499  10,930

 12.  その他  54,117 ―  54,117

   流動負債合計  1,680,275 30.1 1,694,476 35.2 △ 14,201

Ⅱ 固定負債    

 1. 社債  220,000 240,000  △ 20,000

 2. 長期借入金 ※2 103,802 194,918  △ 91,116

 3. 退職給付引当金  602,262 586,743  15,519

 4. 役員退職慰労引当金  83,965 73,358  10,606

 5. その他  1,425 3,220  △ 1,795

   固定負債合計  1,011,454 18.2 1,098,239 22.9 △ 86,784

   負債合計  2,691,730 48.3 2,792,716 58.1 △ 100,986

    

（資 本 の 部         ）    

Ⅰ 資本金 ※3 ― ― 650,000 13.5 △ 650,000

Ⅱ 資本剰余金    

 1. 資本準備金  ― 608,280  △ 608,280

   資本剰余金合計  ― ― 608,280 12.6 △ 608,280

Ⅲ 利益剰余金    

 1. 利益準備金  ― 38,360  △ 38,360

 2. 任意積立金    

  （1）別途積立金  ― 550,000  △ 550,000

 3. 当期未処分利益  ― 354,900  △ 354,900

   利益剰余金合計  ― ― 943,260 19.6 △ 943,260

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ― ― 13,052 0.3 △ 13,052

Ⅴ 自己株式  ― ― △ 197,079 △4.1 197,079

   資本合計  ― ― 2,017,513 41.9 △ 2,017,513

   負債資本合計  ― ― 4,810,229 100.0 △ 4,810,229
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          期   別 

 科   目 

第  2 7  期         

(平成18年12月31日現在) 

第  2 6  期         

(平成17年12月31日現在) 
比較増減 

金  額 構成比 金  額 構成比 (△は減) 

（純 資 産 の 部         ）    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  1,052,000 18.9 ― ― 1,052,000

 ２ 資本剰余金    

 （1）資本準備金  1,008,780 ―  1,008,780

  資本剰余金合計  1,008,780 18.1 ― ― 1,008,780

３ 利益剰余金    

（1）利益準備金  38,360 ―  38,360

（2）その他利益剰余金    

      別途積立金  550,000 ―  550,000

     繰越利益剰余金  510,177 ―  510,177

   利益剰余金合計  1,098,537 19.7 ― ― 1,098,537

 ４ 自己株式  △ 300,403 △5.4 ― ― △ 300,403

株主資本合計  2,858,914 51.3 ― ― 2,858,914

    

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差額金  17,501 ―  17,501

評価・換算差額等合計  17,501 0.4 ― ― 17,501

純資産合計  2,876,415 51.7 ― ― 2,876,415

負債純資産合計  5,568,145 100.0 ― ― 5,568,145
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損 益 計 算 書             

                                           (単位：千円)  

                期   別 

 科   目 

第  2 7  期         

(
自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日

) 

第  2 6  期         

(
自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日

) 
比較増減 

金  額 百分比 金  額 百分比 (△は減) 

  ％  ％  

Ⅰ 売上高  7,656,675 100.0 6,958,899 100.0 697,776

Ⅱ 売上原価  6,297,943 82.3 5,800,838 83.4 497,104

   売上総利益  1,358,732 17.7 1,158,060 16.6 200,671

Ⅲ 販売費及び一般管理費  820,629 10.7 750,736 10.8 69,892

 1. 役員報酬  164,040 139,890  24,150

 2. 給与手当  235,486 254,340  △18,853

 3. 賞与  59,857 59,334  522

 4. 法定福利費  46,203 43,660  2,543

 5.  減価償却費  10,368 12,651  △2,283

  6.  退職給付費用  5,006 5,001  5

  7.  役員退職慰労引当金繰入額  10,606 9,231  1,374

8.  その他  289,061 226,626  62,434

   営業利益  538,102 7.0 407,323 5.8 130,779

Ⅳ 営業外収益  63,973 0.8 28,659 0.4 35,314

 1. 受取利息  1,924 2,945  △ 1,020

 2. 有価証券利息  38,017 209  37,807

 3. 受取配当金  2,177 2,942  △ 765

 4. 不動産賃貸料  7,565 3,164  4,401

 5. 金利スワップ評価益  3,138 6,096  △ 2,957

 6. 投資有価証券売却益  ― 3,943  △ 3,943

7. 運用有価証券評価益  1,040 ―  1,040

8. その他  10,110 9,358  752

Ⅴ営業外費用  19,675 0.2 29,311 0.4 △ 9,636

 1. 支払利息  13,913 21,557  △ 7,643

 2. 社債発行費償却額  1,166 4,433  △ 3,266

  3. 役員積立保険解約損  2,084 ―  2,084

 4. その他  2,510 3,321  △ 811

   経常利益  582,400 7.6 406,671 5.8 175,729

Ⅵ特 別 利 益  112,639 1.4 ―  112,639

 1. 投資有価証券売却益  46,579 ―  46,579

 2. 関係会社株式売却益  66,060 ―  66,060

Ⅶ特 別 損 失  185,153 2.4 66,251 0.9 118,902

 1.  固定資産除却損 ※１ 865 18,256  △ 17,391

 2. 関係会社株式評価損  51,444 ―  51,444

 3.  投資有価証券売却損  21,585 ―  21,585

  4.  本社移転費用 ※４ 41,197 ―  41,197

  5. 減損損失 ※３ 70,060 ―  70,060

 6.  退職給付会計基準変更時差異償却額  ― 25,579  △ 25,579

 7.  過年度役員退職慰労引当金繰入額 ※２ ― 22,414  △ 22,414

   税引前当期純利益  509,886 6.6 340,420 4.9 169,466

   法人税、住民税及び事業税  270,536 3.5 162,806 2.4 107,730

   法人税等調整額  △ 12,419 △0.2 △ 12,848 △0.2 429

   当期純利益  251,769 3.3 190,462 2.7 61,307

   前期繰越利益  198,018  △198,018

      中間配当額  33,581  △33,581

   当期未処分利益  354,900  △354,900
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利 益 処 分 計 算 書             
 

(単位：千円) 
 

 

第  2  6  期 

（株主総会承認日 平成18年３月30日）

科       目 金      額 

Ⅰ 当期未処分利益  354,900

Ⅱ 利益処分額  

 1. 配当金  32,926

 2. 役員賞与  17,000 49,926

Ⅲ 次期繰越利益  304,974

  第 26 期は、中間配当 33,581 千円を実施しておりますので、期末の配当金と併せると、年間配当金は 

66,507 千円となります。 
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株主資本等変動計算書 

当期（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）   

 (単位：千円) 

  株主資本 

  資本剰余金 利益剰余金   

 資本金 資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 
自己株式 株主資本合計

別途積立金
繰越利益

剰余金

平成 17 年 12 月 31 日 残高 650,000 608,280 608,280 38,360 550,000 354,900 943,260 △197,079 2,004,460

事業年度中の変動額    

新株の発行 402,000 400,500 400,500  802,500

剰余金の配当   △79,492 △79,492 △79,492

  利益処分による役員賞与   △17,000 △17,000 △17,000

当期純利益   251,769 251,769 251,769

自己株式の取得    △103,323 △103,323

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
   

事業年度中の変動額合計 402,000 400,500 400,500 155,277 155,277 △103,323 854,453

平成 18 年 12 月 31 日 残高 1,052,000 1,008,780 1,008,780 38,360 550,000 510,177 1,098,537 △300,403 2,858,914

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価

差額金 
評価・換算差額等合計

平成 17 年 12 月 31 日 残高 13,052 13,052 2,017,513 

事業年度中の変動額    

新株の発行   802,500

剰余金の配当   △79,492

  利益処分による役員賞与 △17,000

当期純利益   251,769

自己株式の取得   △103,323

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額）
4,448   4,448 4,448 

事業年度中の変動額合計 4,448   4,448 858,902 

平成 18 年 12 月 31 日 残高 17,501 17,501 2,876,415
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重 要 な 会 計 方 針          

 

 1. 有価証券の評価基準および評価方法 

   子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

   満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

   その他有価証券  

   時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

なお、組込デリバティブを区分して測定することができない

複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を営業外損益

に計上しております。 

   時価のないもの 移動平均法による原価法 

  

 2. たな卸資産の評価基準および評価方法 

  商品・仕掛品 個別法による原価法 

  貯蔵品 移動平均法による原価法 

   

 3. デリバティブ等の評価基準および評価方法 

   時価法 

   

 4. 固定資産の減価償却の方法 

   (1)有形固定資産 定率法 

   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

   (2)無形固定資産 市場販売目的のソフトウェア 

  

 

 

 

見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年）の残存

期間に基づく均等配分額のいずれか大きい額を計上する方

法 

  自社利用のソフトウェア 

   社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

    

 5. 繰延資産の処理方法  

   社債発行費 社債発行後より３年で毎期均等額を償却することとしており

ます。 

 

 6. 引当金の計上基準 

  

 

 

 

(1)貸倒引当金 

 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

  

 

 

 

 

  

(2)退職給付引当金 

 

 

 

 

 

 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退 

職給付債務の見込額に基づき、当事業年度において発生し 

ていると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数（7年）による定額法により、翌事

業年度から費用処理することとしております。 

  (3)役員退職慰労引当金 

 

 

役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく 

期末要支給相当額を計上しております。 
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 7. リース取引の処理方法 

 

 

 

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   

 8. ヘッジ会計の方法 

 

 

 

(1)ヘッジ会計の方法 

 

 

金利スワップ取引においてヘッジ会計の要件を満たしている場

合は、繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を採

用することとしております。 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 

  

ヘッジ手段 

ヘッジ対象 

金利スワップ取引 

金融負債（銀行借入） 

 

 

 

(3)ヘッジ方針 

 

内部規定により資金担当部門が決裁担当者の管理と決裁のも

と、借入金の将来の金利変動リスクを回避する目的で行ってお

り、投機目的での取引は行わない方針であります。 

 

 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

 

ヘッジ手段およびヘッジ対象について、毎決算期末（中間期末

を含む）に、個別取引ごとのヘッジ効果を検証しておりますが、

特例処理の要件を満たしている場合は本検証を省略しておりま

す。 

 

 9. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

 

重要な会計方針の変更 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、2,876,415千円であります。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引前当期純利益は、

70,060千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、資産の金額から直接控除しております。 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

  当期より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17 年 11 月 29 日）を適用して

おります。これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ 19,800 千円減少して

おります。 
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注 記 事 項          

(貸 借 対 照 表 関 係         ) 

 

第  27  期 

(平成18年12月31日現在) 

第  26  期 

(平成17年12月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

               288,496千円 

       

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

               330,069千円 

       

 

※２ 担保に供している資産 

   建物            29,934千円 

   土地            520,426千円 

      投資有価証券       100,150千円 

差入敷金保証金        49,316千円 

       計         699,827千円 

 

  担保付債務は次のとおりであります。 

   短期借入金         250,000千円 

   一年以内返済予定 

        長期借入金    126,000千円 

長期借

入金          90,200千円 

     計            466,200千円 

 

 

※２ 担保に供している資産 

   現金及び預金        171,607千円 

      建物            33,596千円 

   土地            590,486千円 

      投資有価証券       100,050千円 

差入敷金保証金        49,316千円 

       計         945,056千円 

 

  担保付債務は次のとおりであります。 

   短期借入金         410,000千円 

   一年以内返済予定 

        長期借入金    181,652千円 

長期借

入金         164,766千円 

     計            756,418千円 

 

 

※３ 授権株式数および発行済株式総数 

    授権株式数      19,600,000株 

    発行済株式総数     9,925,248株 

 

※３ 授権株式数および発行済株式総数 

    授権株式数      19,600,000株 

    発行済株式総数     7,021,040株 

 

※４ 期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

  をもって決済処理しております。なお、当該末日が金

  融機関休日であったため、次の期末日満期手形が期末

  残高に含まれております。 

    受取手形           7,147千円 

 

※４ 期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

  をもって決済処理しております。なお、当該末日が金

  融機関休日であったため、次の期末日満期手形が期末

  残高に含まれております。 

    受取手形           12,688千円 

 

５ 偶発債務 

   次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

  債務保証を行なっております。 

 

５ 偶発債務 

   次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

  債務保証を行なっております。 

 

保証先 内容 金額 保証先 内容 金額 

株式会社エフ・エフ・ソル 借入債務  50,000千円 金沢ソフトウエア株式会社 借入債務 50,000千円

 株式会社イー・アイ・ソル 借入債務 10,000千円 株式会社エフ・エフ・ソル 借入債務 5,000千円

 計  60,000千円 計  55,000千円
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 (損 益 計 算 書 関 係         ) 

 

第  27  期 

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日) 

第  26  期 

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日) 

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

    

      機械及び装置           828千円 

   工具・器具及び備品          37千円 

                      865千円 

                  

※２  

 

 

※３ 減損損失 

当期において、当社は以下の減損損失を計上いたしまし

た。 

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

    

      建物             458千円 

機械及び装置          141千円 

   ソフトウェア          17,657千円 

                  18,256千円 

                  

※２ 役員退職慰労金規程改訂に伴うものであります。 

 

 場所 用途 種類  

山梨県北杜市 遊休資産 土地 

当社は、事業用資産については、事業の種類別ｾｸﾞﾒﾝﾄを基

礎としてｸﾞﾙｰﾋﾟﾝｸﾞしております。このうち、市場価格が

著しく下落した遊休資産については、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失70,060千円を特別損失に計上し

ております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、正味売却価額は不動産鑑定評価額により算定し

ております。 

 

※４ 本社移転費用に含まれる固定資産除却損の内容は次 

 のとおりであります。 

 

   建物            17,683千円 

   工具・器具及び備品         180千円 

                   17,864千円 

 

 

(株主資本等変動計算書関係) 

 当事業年度（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年 12 月 31 日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数

（株） 

当事業年度増加株式

数（株） 

当事業年度減少株式

数（株） 

当事業年度末株式数

（株） 

 普通株式（注） 435,800 288,041 ― 723,841

合計 435,800 288,041 ― 723,841

（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 288,041 株は、株式分割による増加が 87,160 株、単元未満株式の買取りに

よる増加が 881 株、買付による増加が 200,000 株であります。 
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 (リ ー ス 取 引 関 係         ) 

 

第  27  期 

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日) 

第  26  期 

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

 の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

  額および期末残高相当額 

1．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

 の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

  額および期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 
取 得 価 額     

相 当 額     

減 価 償 却      

累 計 額      

相 当 額      

期 末 残 高     

相 当 額     

 

 

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却      

累 計 額      

相 当 額      

期 末 残 高     

相 当 額     

 千円 千円 千円 千円 千円 千円

工 具 ・ 器 具 

及 び 備 品 
8,601 4,546 4,054

工 具 ・ 器 具

及 び 備 品
8,601 2,826 5,774

合 計      8,601 4,546 4,054 合 計      8,601 2,826 5,774

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

   １年内               1,878千円 

   １年超                2,554千円 

    計                 4,432千円 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

  当額 

   支払リース料       1,878千円 

   減価償却費相当額     1,720千円 

   支払利息相当額        181千円 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

  額法によっております。 

 

（５）利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

  額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

  利息法によっております。 

 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

   １年内               1,878千円 

   １年超                4,432千円 

    計                 6,310千円 

 

（３）支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

  当額 

   支払リース料       1,971千円 

   減価償却費相当額     1,802千円 

   支払利息相当額        229千円 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

   同   左 

 

 

（５）利息相当額の算定方法 

   同   左 

 

 

 

  

 

 

（有価証券関係） 

 第 27 期（自平成 18 年１月１日 至平成 18 年 12 月 31 日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

 第 26 期（自平成 17 年１月１日 至平成 17 年 12 月 31 日） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
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(税 効 果 会 計 関 係         ) 

 

第  27  期 

(平成18年12月31日現在) 

第  26  期 

(平成17年12月31日現在) 

（１） 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(単位：千円)

繰延税金資産 

  未払事業税             16,727 

  未払事業所税              3,116 

  退職給付引当金           243,314 

  役員退職慰労引当金         33,921 

投資有価証券評価損               5,197 

関係会社株式評価損                   2,750 

土地減損損失                    28,304 

その他                1,221 

繰延税金資産小計           334,555 

  評 価 性 引 当 額            

△36,898 

繰延税金資産合計           297,656 

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金     △11,863 

  繰延税金負債合計                  △11,863 

繰延税金資産（負債）の純額           285,792 

 

 

（１） 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(単位：千円)

繰延税金資産 

  未払事業税             11,207 

  未払事業所税              3,104 

  退職給付引当金           201,277 

  役員退職慰労引当金         58,250 

会員権等評価損            8,943 

投資有価証券評価損               5,370 

仕掛商品評価損             1,464 

会員権等貸倒引当金             816 

繰延税金資産小計           290,433 

  評 価 性 引 当 額            

△5,197 

繰延税金資産合計           285,236 

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金      △8,847 

  繰延税金負債合計                   △8,847 

繰延税金資産（負債）の純額           276,388 

 

 

（２） 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

   担率との差異の内訳 

（単位：％）

法定実効税率                40.4 

 （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目  3.7 

  住民税均等割              0.7 

  評価性引当額              6.1 

   その他                △0.3 

税効果会計適用後の法人税等負担率      50.6 

 

（２） 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

   担率との差異の内訳 

（単位：％）

法定実効税率                40.4 

 （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目  2.6 

  住民税均等割              1.0 

  評価性引当額              1.0 

   IＴ投資減税                           △0.7 

  その他                △0.2 

税効果会計適用後の法人税等負担率      44.1 
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役 員 の 異 動          （平成19年３月29日付） 

 

 平成 19 年 1 月 29 日現在、未定であります。 

 

 

 

 

 


